
 

 

 

令和７年度 女性の職業選択に資する情報公表（女性活躍推進法第 21条関係） 

 
特定事業主名：度会町                       令和８年７月１日公表 

度会町議会          

度会町監査委員        

度会町選挙管理委員会     

度会町農業委員会       

度会町教育委員会       

 

Ⅰ 職員の男女の給与の額の差異 

１．全職員に係る情報 

 

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 

＊ 地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で 
定める給料表に基づき決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額となっている。 

 

(1) 役職段階別 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

本庁部局長・次長相当職               － ％ 

本庁課長相当職              94.7 ％ 

本庁課長補佐相当職              88.5 ％ 

本庁係長相当職              105.6 ％ 

 

(2) 勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

３６年以上              103.8 ％ 

３１～３５年              93.8 ％ 

２６～３０年              94.2 ％ 

２１～２５年              101.6 ％ 

１６～２０年              119.3 ％ 

１１～１５年              84.3 ％ 

６～１０年              94.6 ％ 

１～５年              95.3 ％ 

 

 

 

 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員              90.2 ％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員              99.4 ％ 

全職員              81.2 ％ 

【説明欄】 

・「任期の定めのない常勤職員以外の職員」については、雇用形態がまちまちなため、週 30 時間勤務の職

員のみで比較しています。 

・三重県教育委員会からの転入の学力向上指導監は対象から除いています。 

※数字が 100に近いほど、男女の給与の差異がないこととなります。 

 



 

 

 

Ⅱ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

 

区分 令和７年度 

管理的地位にある職員 46.67 ％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

 

区分 令和７年度 

本庁部局長・次長相当職 － ％ 

本庁課長相当職 33.33 ％ 

本庁課長補佐相当職 50.00 ％ 

本庁係長相当職 32.00 ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

部長・次長相当職に該当する職員はいません。 

課長相当職   12人のうち ４人が女性 

課長補佐相当職 ６人のうち ３人が女性 

係長相当職   22人のうち ５人が女性 

※本庁には、保育所と美化センターを含んでいません。 

 

 

 

【説明欄】 

管理職 15人（保育所長３人を含む）のうち７人が女性 

 

＜男女別管理職登用比率＞ 

男性 15.09％ 男性職員 53人のうち８人が管理職。  

女性 12.73％ 女性職員 55人のうち７人が管理職。  

 

 

 

 

 

【説明欄】 



 

 

 

Ⅳ 男女別の育児休業取得率及び男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

１． 男女別の育児休業取得率 

(1) 常勤職員 

区分 令和７年度 

男性 100 ％ 

女性 100 ％ 

 

(2) 会計年度任用職員 

区分 令和７年度 

男性 － ％ 

女性 － ％ 

 

 

２．男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

区分 常勤職員 会計年度任用職員 

男性 女性 男性 女性 

１週間未満 0 ％ 0 ％ － ％ － ％ 

１週間以上２週間未満 0 ％ 0 ％ － ％ － ％ 

２週間以上１月以下 66.7 ％ 0 ％ － ％ － ％ 

１月超３月以下 33.3 ％ 0 ％ － ％ － ％ 

３月超６月以下  0 ％ 0 ％ － ％ － ％ 

６月超９月以下 0 ％ 0 ％ － ％ － ％ 

９月超 12月以下 0 ％ 0 ％ － ％ － ％ 

12月超 24月以下 0 ％ 0 ％ － ％ － ％ 

24月超 0 ％ 100 ％ － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性３人のうち３人が育児休業を取得。 ①54日間、②27日間、③17日。 

女性２人のうち２人が育児休業を取得。 ①３年間、②３年間。 

会計年度任用職員においては、育児休業の取得対象者がいません。 

 

男性の育児休業取得率上昇のため、町長による「育ボス宣言」を行いました。 

また、町長から育児休業取得対象男性職員及び所属長にメッセージを送付しています。 

【説明欄】 



 

 

 

Ⅴ 職員の勤務時間の状況 

管理的地位にある職員以外の職員一人当たりの一月当たりの正規の勤務時間を

超えて命じられて勤務した時間 

 

区分 令和７年度 

内部部局等 11.78 時間／月 

内部部局等以外 6.01 時間／月 

 

 

内部部局（63人）   合計 8907時間 

内部部局以外（23人） 合計 1659時間 

※内部部局以外は、保育所と美化センターで計算しています。 

 

令和７年度には選挙が２回あったため、選挙事務に係る時間外勤務が生じています。 

時間外勤務を削減するため、毎月第２、第４水曜日を「完全ノー残業デー」としています。 

 

【説明欄】 


